
資材配給センターの設置について

本告光男・榎本久徳・田中庸平
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1. まえがき

問題の明確化 調査

問題の枠組み

目標および目的

評価基準 トの設定

データの収集・加工

要素間の関係測定

代答案の列挙開発

ひと口 コメント

この事例研究の対象は，中部電力の配電用資料の流

通機構に関する実名入り・実規模のものであり，また

集中方式か分散方式かという現在一般的にも関心がも

たれている問題を取り上げている.この問題に対して

著者達が行なったオーソドッグスかっ工夫に富んだO

R的アプローチに刺激されて，研究意欲をかき立てら

れる方々もおられるだろう.

事例研究を読む効用はつは，それが自分が現在

かかえている問題を解決するヒントになるということ

と，もう 1 つは，とくに手法を研究している方にとっ

ては， r料理の材料j となることではないかと思う.後

1980 年 3 月号

解釈と評価 分 析

計量できない要凶 モデルの作成

省略された N モテソレの操作

代替案の費用・便益不確尖↑1

検証・結論 不確実'1'1 とその分析

近年になって工事量の増大に伴う元倉庫の狭隆化，要

員確保の困難性等を考えた時，将来もこのままの体制で

者の意味でもこの事例研究は興味あるものであろう.

ところで，線形計画法で評価基準を現価換算された

経費にとり最適計画を算出して，目的関数の値をグラ

フに表すと，いわゆる「なベぞこ I の形になり，ベス

ト，セカンドベスト，サードベスト等の解の実際的な

意味での優劣をつけがたい，とし、う状態がおこること

がよくある.この事例研究でも，現在の延長案，配給

センター案およびそれらのミックス案という 3 代替案

に対してそのようになっているが，そこで著者達は，

費用算出のペースとなる需要などの条件変化に対する

3 代替案の「順位の安定性J とし、う点に着目して結論

を導き出しているのが興味深い.

(平本巌 日本科学技術研修所)
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図 2 現在の物流ルート

よいのか，中央に配送センター的なものをおき支店の元

倉庫を廃止してはどうかという話が出て今回の検討をす

ることになった.これを図 1 に示すシステムズ・アナリ

γスの分析手順[ 1 ]に従って整理報告することにす

る.

2. 問題の提起

配電工事量は年々増加しているため，現行の資材管理

体制では要員，倉庫施設等に限界がみられるので，現行

の資材調達，供給，使用の流通機構を改革し，少数要員

による業務処理を可能にさせ経費節減をばかりたい.そ

の対策として，資材をメーカーから直接営業所へ納入す

る直納制の推進，支店元倉庫から直接東海へ配給する直

配備lの推進，作業の機械化，事務の簡素化等について検

討してきたが，さらに抜本的な対策はないであろうか.

これが問題である.

3. 問題の明確化

(1)現在どうなっているか

木柱，コンクリート柱，経済輸送単位となる変圧器，

積算電力量計は直納しており，元倉庫での主な取扱品は

電線，変圧器等であり，全社で旬に 1000 t ほど配給して

いる.

事業所数は，

元倉庫 7 カ所

営業所 29カ所

東海 65カ所

であり，物流ルートを図示すれば図 2 のようになる.

(2) どこまでを分析の対象とするか

ア.分析対象

配電用貯蔵品(電線，変圧器，開閉器，パンザーマス

ト，副資材小もの)の保管および配給方式

166 (30) 

イ.分析対象から除外するもの

・電柱， 言十器類

・工務用品(発電所，変電所関係用

品)

・配給センターの運用方式

・レイアウト

・人事関係

・その他

(3) 評価基準

各案の優劣比較は経費比較によるこ

とにする.ただし単年度の経費ではな

く数年間にわたる累積経費の現価換算

値で比較するものとし，経費として

は，人件費，輸送費，在庫費，設備費

を考えた.

(4) 前提条件

ア.資材の取扱単位はトン数で統一する.

イ.費用については，できるだけ社内外で公表されて

いる数値を使うことにする.

① 人件費…ー机上員と作業員に分けて算定する.上

昇率は社内長期計画値を適用.

② 

③ 

④ 

4. 

輸送費……傭車と混載便を考える.前者の費用は

輸送請負契約書，後者の費用は積算資料

による.

在摩費・…・・安全在庫分の在庫経費を計上する.

設備費…・ー土地，建物別に算定する.土地価格は

当社用地部調査資料による現地の実価格

を適用する.

調 査

(1)代替案の列挙開発

2. で提起された問題に対処するための方策としていく

つかの代替案を考えた.

ア.現状の延長案

ただし 10の6 直配制とする.すなわち元倉庫から営業

所倉庫経由で東海へ配給していたのを元倉庫から直接営

業所または東海へ配給する.

イ.配給センター案

支店元倉庫を廃止して，それらを統合した配給センタ

ーを設置する. (ただし配給センターは全社で 2 カ所以

上になってもよく，その時はどことどこへ作り，受持ち

範囲をどう分けるかも検討の対象とする)

ウ.一部地域は配給センターで運用し，他地域は現状

(元倉庫)で運用する案.つぎの 2 案を対象とする.

①(センター・…-名古屋，津，岐阜，岡崎

}元倉庫……静岡，長野，飯田
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②(センター……名古屋，岐

阜，岡崎

元倉庫……静岡，津，

長野，飯田

エ.メーカーから直接営業所

あるいは東海の倉庫へ納入

する直納案

① 全品目直納

全地域直納

一部地核(1)直納，他地域

は元倉庫

"め"
② 一部品目直納

i電線直納 j 
変圧器直納 ト×

電線，変圧器直納)

(他品目はセンタ-}
H 元倉庫

上記アエ.の案について，

図 3 配給センター案(センターを 2 カ所とした場合の例)

図 4 一部地域全品目直納・他地域は元倉庫案

さらに副資材のすべてを当社管理にする場合と，副資材

の一部を東海の管理に委ねる場合についても検討した.

(2) データの収集，要因聞の関係測定

ア.需要想定

@一部地域直納付

③ー部地域直納付

1980 年 3 月号

図 5 地域直納の区分図
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電線使用量の推定値と実績

配電用資材の需要は，

(設備の新設に伴うもの
設備の改修，取替に関するもの

年度

とに分けられる.これと電力需要との関連を考えると，

(新設は 最大電力の増分(ムkW)

改修，取替は・…ー既設設備の大きさ (kW)

に依存するのではないかと考えられる.そこで，

電線使用量(t)=aX 最大電力+ßx最大電力の増分+r

なる回帰モデルを考え分析を行なった.過去12年間のデ

ータによりつぎの回帰係数が得られた.

電線使用量(Kt)=0.0196x 最大電力(万kW)+2. 0378 

×増分(万kW)+2.694

この回帰式による理論値と実績を対比したのが図 6 で

ある.

この回帰式に当社企画部，配電部で想定した最大電力

想定値およびその増分を入れて将来年度の電線の需要想

定を行なった.変圧器，機器，副資材の需要伸び率は一

連の工事で，同様に需要があると考え電線に同じとし

Tこ.

イ.人件費の想定

① 所要要員数の算定

a)元倉庫の要員

各支店社で配給業務に携わっている要員数および業務

量は表!のようになっている.

これからつぎの回帰式を作成し，配給センターおよび

元倉庫の要員数を算定した.

作業員数=0.0143 x 配給量 (t) +0.261 x 配給先数十

2.9 

初L上員数 =0.487 x 作業員数一1. 336 

b)営業所および東海要員

作業員 0.2人1
~ (現行の作業分析による. ) 

机上員 0.3人j

c)本店要員

直納案を採用する時は，調達計算要員として配給セン

ター案の時の62.5%が必要であるとした. (センター机上

188 (32) 

元倉庫

名古屋

静岡

津

岐阜

長野

岡崎

飯田

表 1 支店別資材要員と業務量諸元

|作業員数|机上員数|旬配給量|
12人 8人 308 t 

9 5 176 

7.5 2 133 

10 2.5 146 

9 3 131 

8 2 144 

3 。 26 

作業より受入れ検収業務を除外した. ) 

② 人件費単価

配給先

21 カ所

16 

12 

14 

12 

8 

4 

机上員，作業員別に全社の人件費平均値を求め，その

上昇率は企画部作成の長期計画値を適用した.

ウ.輸送費

① 配給センター案，元倉庫案

メーカーからセンターあるいは元倉庫までの輸送費は

計上せず，センターあるいは元倉庫から事業所(営業所，

東海)までの輸送費のみ計上する.輸送には 4 トン車ま

たは 8 トン車を傭率する. ただし積載効率を 90% とす

る.料金は現行の輸送請負契約を基準にし 5 年に 1 回

15%の値上げをする.返納品の輸送費は 3 割引とする.

② 直納案

メーカーから元倉庫，センターまでの輸送費は支払っ

ていないが当然それは製品価格の中に織り込まれている

と考えられる.直納の場合は傭車はしないで一般のトラ

ック混載使を使用するものとした.その料金の考え方は，

A=メーカーから直納事業所までの混載輸送費

B= メーカーからセンターまでの傭車輸送費

とする.

そこでもし A>B ならば，その差額分をメーカーが

黙って支払うとは考えられない.当然製品値上げという

形で反映されよう.したがってこの差額 A-Bを直納案

の輸送費として扱うこととした.Aは 5. ウ.のように線

形計画法により算出した.

エ.在庫費用

① 安全在庫量

当社の安全在庫基準を参考として表 2 のように決め

た.

② 在庫単価

トン当り在庫品価格および上昇率を実績より算定.

③経費率

10% 

①②により各代替における安全在庫量を金額換算し，

その 10%を在庫費用として計上する.

オ.設備費

オベレーションズ・リサーチ© 日本オペレーションズ・リサーチ学会. 無断複写・複製・転載を禁ず.



代替案

元倉摩

センター

表 Z 安全在庫の基準値

|元倉庫|センタ一-!営業所!東海

(円1ω附0叩日附一 iド3叶3S 7t日防分

一一 I 5 日分 I 3 日分 勺日分

12 日分

13 日分

15 日分

(*印は対応する当社営業所倉庫で保管)

表 3 倉庫としての必要面積 (単位 m2/t)

!電線 l 変圧器|その他 l 副資材
屋内1. 97 I 0 0 6. 25 

屋外 o 1. 93 I 3. 05 I 0 

表 4 倉庫の建設単価と年経費率

建 物 l建築単価(円/mイ年経費率(%)
元倉庫，センター 37， 400 13.4 

営業所，東海 21 , 420 15.04 

① 必要面積

安全在庫と配給量を収納できるだけの土地，建物が必

要である.資材 1 t 当りの必要面積は現在の全倉庫収納

量調査の結果から表 3 のように決めた.

この外に通路，踊り場として，元倉庫，センターでは

屋内，屋外面積の65%，営業所，東海では80%が必要で

ある.現設備で上記基準に不足をきたした場合は隣接地

へ増設するものとする.

② 費用

増設のための用地取得単価については地点別に用地部

で見積り，年経費率 10.68% を土地代として計上，建物

費用は表 4 より求めた建設費用の年経費率を計上した.

5. 分 析

(1)モデルの作成

ア.現状延長案の輸送パターン

。 事業所

lOt/句 仁ゴ配給センター

図 7 資材輸送パターンの一例

1980 年 3 月号

東海への直配率は 100%にし前出の方法で各年の経費

計算を行なう.

イ.配給センター案 (m個設置する)の輸送パターン

手11民

① センターとなり得る候補地点を選び (19カ所)そこ

から全配給先までの道路距離を与える.

② 候補の中からm個をとり出し仮センターとする.

③ 全配給先についてどちらのセンターから配給を受

けたほうが有利かを比較し，有利なほうから配給を

うける.一番近いセンターの配給容量が一杯の時は

そこを拡張するか，少し速くても他のセンターから

配給を受けたほうが有利か比較計算を行なう.

④ センターとなり得る候補の中からm個をとり出す

とり出し方すべてについて②③を計算し経済的な組

合せを数ケース選び出す.

ここで注意しておくことは③で配給先がどちらのセン

ターから配給をうけるか決める時に，調べていく配給先

の)1原序を変えると解が変わることである.たとえば図 7

において，話を簡単にするため各事業所の需要はすべて

10t/旬とし，センターの容量は各20t/旬までまかなえる

ものとする.

どちらのセンターから配給をうけるかについて番

の事業所から 11原に決めていくと，

事業所 1 センター 1 から配給をうける.

事業所 2 センター 1 から配給をうける.

事業所 3 センター l を 10 t 分拡張して 5km 運搬す

る費用と， 30km 運搬してセンター 2 から配

給をうける費用を較べて安いほうから配給を

うける.

仮にセンターの拡張費が輸送費に較べきわめて大きい

とすれば事業所 3 は遠いセンター 2 から配給をうけるこ

とになり 3 事業所の総輸送距離は55 km となる.これ

を逆に事業所 3 から決めていけば総輸送距離は31 km と

なる.できるだけ経済的な組合せを行なうためには事業

所をどういう順番で調べていけばよいであろうか.

図 8 からもわかるように事業所 1 はセンターし 2 ど

図 8 センターまでの距離の比較
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図 9 直納方式の輸送パターンの一例

ちらから配給をうけても大差はないが，事業所 3 は明ら

かにセンター 1 から配給をうけるほうが輸送距離が短か

い.この明らかさ(あるいは逆にあいまいさ)の程度を，

情報理論的に扱って次式によって数量化した(この量を

エントロビーとよぷ) [2] , [3]. 

Hi = -f;Pij log Pij 
1=1 

i 事業所番号 (i =!-94)

j センタ一番号 (j =I-m)

lij 事業所 t からセンター j までの距離

れj=ギ千
t;1 lik 

全事業所についてエントロビーを計算し，その小さい

I1原にどのセンターから配給をうけるか決めていくことに

より経済的な組分けが可能となる.

ウ.直納案の輸送パターン

例として裸銅線について説明する.

0 メーカー所在値( 8 カ所)

名古屋，大阪，沼津，箕島，川崎，河内，京都，新城
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② 記号

Si メーカからの供給量

Dj 事業所j の需要

Xij メーカから事業所j への輸送量

dij メーカー i から事業所j までの距離

f(l) 距離 t の輸送費(単価)

g(l) " "回定分)

③ 昔話約式

S之pυ (i =1-8)

Dバ234J(j=l~伺)

Zり二三 o (i =1-8 , j=I-94) 

④ 目的関数

z=互 E1(f(dz川j+g(向))→最小

⑤ Xij=O の時 g(dij ) =0 となるように細工をして

③④をLPモデルにして最適輸送方法を求めた.解

の一例を図 9 に示す.

(2) 代替案の費用効果比較

いずれの代替案をとっても効果一定となるよう考えて

あるので費用の比較だけとなる.上記の各輸送パターン
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表 5 各案の56年度経費比較 (百万円)

ihztJJ13費|両|人件費 1JZJ12iLI 合計
画ふ 1 6121 9戸訂司 923 1 593 1 87 1 176 1 瓦円函

日井) 1 5081721 139下-571 8761 ザ 1571 1281 45 1 一面
2 セント(雲日喜) 1 悶!可つ可;コ副 5叫 1判 135

1 副 M 

F斥孟F-1 56011引っ57 1 可 8841 541 1 106 1 144 1 3可7云
勾目直納 | 得。 98 1 220 1 訂 850\87 I ゴり 200 1 191 795 

地域直納時 | 542l 一一可ー2051 361 両 53訂 961 186 1-~I 
計戸議長ター| 5771 109 ,- 16;-r-4汗竺5下 558 1 981_50 I 司…
均直納 I 案 1 550 1 1州五\利則!日21 叫 182 1 151 

言|他品目は元倉庫 1 5判 1州 205151 9221 580 1 741 即 1 71 附
属"センター 5161 1判 1川 3訂 8891 501 1 叫 1判 2o I 8 

封FY 元倉庫 1 6判 I訂 201 1 22 1 1002 1 651 1 叫つ副 81 9ム
蜘 w センター 1 5判 1印 1 1判 40 I 9391 5判 154 1 判 271 

線量1 " 元倉庫| “ 8 1 120 1 212 判 明| 臼71 881 1何 1 71 

五議\-，二子ター 58211661 1931 34197515701 凶 1 1821 2可ぷ
に対して費用を導入し，センターの運用予定年度から 8

年間にわたる経賓を求めた.その一部が表 5 ，表 6 であ

る.

(3) 不確実性の分析

費用算出のベースとなるのは需要である.需要がある

からこそ，それを取り扱う要員や輸送，保管といった行

為が必要となり経費がかかっている.

この需要が当初想定値からx%違っていた時，将来年

度の費用はどの程度の影響を受けるかについてつぎのよ

うに想定した.

基準年度について，

A1 ; 人件費

A2 ; 輸送費

A3 ; 在庫費

A. ; 設備費

とし， i 年後のそれぞれを Bh B 2, B 3, B4 とする.

基準年度の需要をx%変化させた場合の各費用ん

A.' , A.' , A/ を求め， その変化率関数 fi(X) を求め

る.すなわち，

A;'=Ad1+fdx)) (i=1-4) 

とすると

A'= L;Ai {1 +fi(ぉ))

=A (1+ L;会的))

1980 年 3 月号

表 B 各案の長期経費比較 (百万円)

代時 1 1 昨日 1 7何 1 10年目|詞順位
一一「孟年副云03 1 倒防 l
の延長|瓦両瓦石瓦浄円-;6241 5 

春日井
当年年経費1 420 1 633 1 876 1 

センター
現 価 1 3161 325 1 3381 

白井，長当年年経費| 位21 臼o 1 871 

春 、ター現 価 1 317 1 328 1 336 1 

で戸年年経費1 4判 6判 884
1 センター i 現 価 1 323 1 3371 341 1 

当年年経費1 3961 ω1 8491 

全品目直納 1 2971 3151 3271 現価 297 I 315 I 327 

当年年経費I 394 1 625 1 889 1 

地域直納nI m f匀Ii i 297 i 321 1 343 i 現価 297 I 321 I 343 

B' = L;aiA;' 
=L;aiAt{1 +fdx)) 

=L;Bi( 1 +fdx)) 

=B(l +Z12fdm)) 

4973 
3 

2601 

4993 
4 

2614 

5098 
6 

2669 

4790 

2501 

4897 
2 

2547 
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基準年度

将来年度
(10年後)

4 

B='f�Bi 
=85873.8 

図 10 配給センター案の各費用(単位:万円)

A 
となり総経費の変化率ロオ的)， I: ~ド(x) と

なる.図 10の配給センター案の例では，

λ (x) =0. 00309x 

f2(X) =0. 00926x 

fa(x) =0. 01 x 

f4(X) =0. 01 x 

と求められているので，とれを使うと，

A'=A(I+0.006959x) 

B' =B( 1 +0.005763 x) 

となる.すなわち基準年度の需要想定が 1%増減すれば

総経費は 0.7 %増減し， 10年後の総経費は0.58%増減す

る.代替案ごとに総合変化率を求めたので 1-2 示すと，

配給センター案

現状の延長案

全品目直納案

基準年度

0.006959 

0.006268 

0.009155 

10 年後

0.005763 

0.005026 

0.006195 

これから表 6 の順位の安定性を調べてみる.たとえば

需要が10%増えたとすると 10年後の各案の現価は，

配給センター案

現状の延長案

全品目直納案

当初想定値 | 時増加
338百万円

355 

327 

357百万円

373 

347 

となり，順位は変わらないことがわかる.

6. 解釈と評価

表 5 ，表 6 の通り全品目直納案が最も経済的で，つい

172 (36) 

で配給センター案， 一部地域センター案となっている

が，それらの差はわずかで，とくにどの案がよいともい

えない.しかし各年の経費の動きをみると現状の延長案

は近時点では経済的であるが，次第に不経済な案となっ

ている.これは主として人件費の高騰によるものであ

る.

直納に関してはメーカーの手聞が増えるがそれは考慮

されていないのでその経費は別途購入価格にはねかえる

ものと恩われる.

7. あとがき

これは数年前に検討したものである.検討の結果，配

給センター案は棚上げにされ，現在電線，変圧器の大部

分を直納化した一部品目直納案が実施されている.
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〔もとおり みつお，えのもと ひさのり，たなか よ

うへい 中部電力側〕
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